
NII Journal No. 8 (2004.2) 

35 

研究論文 

航空マイレージサービスをコアとした環境マネー 

The Environment Money that has an Aerial Mileage Service as the Core 

渡邊 良夫 

総合研究大学院大学 

Yoshio WATANABE 

The Graduate University for Advanced Studies 

岡田 仁志 

国立情報学研究所 

Hitoshi OKADA 

National Institute of Informatics 

要旨 

本研究では二酸化炭素の排出を抑制する技術の使用に対して特典を与えるプラットフォームを提案する．提案

するプラットフォームは，評価が困難な環境保全活動への対価の支払いを可能とする．これにより環境保全に繋

がる二酸化炭素の排出抑制を可能とする技術の利用が促進されると考える．非営利の団体によりプラットフォー

ムは運用され，メーカーおよび消費者および航空会社により構成される．従来品に比べて二酸化炭素の排出抑制

を実現する技術を装備する製品の使用に応じた二酸化炭素排出抑制効果を評価するものである．二酸化炭素の排

出抑制を可能とする技術の利用の促進は大気環境を保全する助力となる．プラットフォーム内の評価を簡素化す

るために 0.1kg の二酸化炭素の排出抑制を行う製品の使用を 1ape (action with preservation of the environment) とす

る単位を作成した．本研究では評価単位 ape と航空マイレージサービスの特典との交換をするプラットフォーム

のモデルを作成し，その実現の可能性を高める機能フローを提示する． 

ABSTRACT 

This study proposes a platform, which gives benefits to the people who use technology that restrains the emission of car-

bon dioxide. The platform we propose here makes it easy to evaluate and reward the acts of preserving the environment. It 

will promote the use of technology that will restrain emissions of carbon dioxide, thus will lead to the environmental preser-

vation. The platform is made up of manufacturers, consumers and airline companies. It evaluates the restraint effects of the 

carbon dioxide emissions by the frequency of the use of the products that are equipped with the technology for that purpose. 

The promotion of the use of this technology will aid in preserving the atmospheric conditions. To simplify the platform's 

evaluation, 0.1kg restraint of the carbon dioxide emission that results from the use of such a product will be counted as a unit 

of 1 APE (action with preservation of the environment). This study shows a model of the platform for exchanging ape into 

Aerial mileage service amenity and also proposes the flow of the function that will promote its realization. 
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1 はじめに 
本研究は，環境に貢献のある個人の消費活動を評

価し，その活動に対して特典を与えるためのプラッ

トフォームを提案する． 

本提案は二酸化炭素の排出抑制を環境への貢献度

評価の中心におく．プラットフォームの運用者は二

酸化炭素の排出抑制に貢献の高い素材や技術を用い

た製品の使用を評価する．プラットフォームは非営

利の団体が運用する．プラットフォームはメーカー

および消費者および航空会社により構成される．プ

ラットフォームの運用者は評価した貢献に応じて航

空マイレージサービスが発行するポイントと交換で

きる権利を発行する． 

ここでいう航空マイレージサービスは航空会社に

より運営される顧客サービスとする．航空会社が発

行するポイントをマイルポイントと呼ぶ[1]．消費者

は発行された権利を用いてマイルポイントを受け取

ることができる．消費者は二酸化炭素の排出抑制に

貢献の高い素材や技術を用いた製品を使用する個人

を指す．メーカーは二酸化炭素の排出抑制に貢献の

高い素材や技術を用いた製品の製造者を指す． 

プラットフォームは環境への貢献に応じてマイル

ポイントと交換する仕組みである．本論文ではこれ

を交換プラットフォームと呼ぶ． 

環境に配慮する消費行動を通じて，ライフスタイ

ルの変革を促進する社会基盤として成立する仕組み

の構築を目指す． 

2 交換プラットフォームの機能 
交換プラットフォームの機能および処理フローを

定義する．交換プラットフォームはインセンティブ

機能およびネゴシエーション機能および交換機能の

３つの機能により構成される．それぞれの機能およ

び処理フローについて以降の節で説明する． 

2.1 インセンティブ機能 

運用者はインセンティブ機能を用いて二酸化炭素

の排出を抑制する製品の使用を評価する． 

メーカーは二酸化炭素排出の抑制効果が高い製品

を交換プラットフォームへ登録する．以降，この製

品の登録の手続きをエントリーとよぶ．排出抑制は

二酸化炭素の排出量の減少を指す．製品の二酸化炭

素排出量の計量結果を用いて抑制量が計算される． 

図 1 にインセンティブ機能のフローを示す．運用

者はエントリーされた製品が従来の製品に対してど

れだけ二酸化炭素の排出量の抑制効果があるかを比

較する．従来の製品とは運用者が評価の対象として

準備した製品である．ここでいう計量結果は公的な

機関において実測された数値とする．二酸化炭素の

排出量の比較は測定された計量結果を用いる．運用

者は同じ手法を用いた測定結果を用いて比較する． 

 
図 1: インセンティブ機能のフロー 

運用者はエントリーした製品と比較対象製品の二

酸化炭素排出量を基に排出量の差を計算する．比較

対象製品の二酸化炭素排出量とエントリーした製品

の二酸化炭素排出量の差が排出抑制の効果となる．

運用者は導かれた値を用いて，製品の使用における

二酸化炭素の排出抑制に貢献した重量を求める係数

を定める．係数は排出抑制量の計算を簡易にするた

めに使用する．本論文ではこの係数を排出抑制係数

と呼ぶ．運用者は製品の使用記録に排出抑制係数を

乗じることにより，二酸化炭素の排出抑制量を実現

できた量を計算する． 

運用者はマイルポイントと交換する作業を簡素化

するために独自の評価基準を持つ．評価基準は製品

の使用で得られた二酸化炭素の排出を抑制する量を

指す．評価の単位は ape とする．単位 ape は便宜的
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に環境保全活動(action with preservation of the envi-

ronment)を評価するという意味を持たせたものであ

る．本論文では 0.1kg の二酸化炭素の排出を抑制し

た活動を 1ape と定義する．運用者はエントリーした

製品を評価するのではなく，製品の使用に応じた

ape の値を対象に評価する．運用者は ape による評価

をするとともに ape の値を記載した証明書を発行す

る．証明書は消費者の二酸化炭素排出の抑制量を証

明する． 

運用者は証明書に記載された ape の値に応じたマ

イルポイントと交換できる権利を付与する．運用者

は証明した履歴を航空会社に渡す．消費者は証明書

により二酸化炭素の排出を抑制した量に応じたマイ

ルポイントと交換できる．証明書はマイルポイント

との交換する権利を持つことから，以降，この証明

書を交換権利証書と呼ぶ．交換権利証書はマイルポ

イントとの交換を実行するために必要な申請書とし

て利用する． 

2.2 ネゴシエーション機能 

航空会社はネゴシエーション機能を用いて ape と

マイルポイントとの交換の際のポリシーを決定する．

交換の際のポリシーを交換ポリシーと呼ぶ．交換ポ

リシーはパラメータを柔軟に扱うための仕組みであ

る．交換ポリシーは交換率および交換量と小数点以

下の値の取り扱いをパラメータにもつ．航空会社は

交換ポリシーを用いて柔軟な交換をするためにパラ

メータの値を検討する．運用者は交換ポリシーを管

理する．航空会社は交換ポリシーの適用により消費

者に対し柔軟な対応，すなわち，ape のマイルポイ

ントへの交換ができる． 

交換権利証書には ape の値が記載される．ape の値

は消費者がマイルポイントと交換できる量を示す． 

航空会社は顧客に特典を与えるためにマイルポイ

ントを発行する．航空会社はマイルポイントにより

自社サービスのリピーターを囲い込むことを目的と

する．航空会社は交換ポリシーを効果およびサービ

スの性格からの視点で検討する．効果は ape をマイ

ルポイントと交換することにより得られる利用者の

増加を指す．サービスの性格は航空マイルサービス

の目的および対象を指す． 

2.3 交換機能 

航空会社は交換機能を用いて交換ポリシーを参照

して交換権利証書とマイルポイントを交換する．運

用者は交換を簡素化するために交換権利書を定型の

様式とする．様式は ape の値および交換をするため

に必要な情報からなる．必要な情報はマイルポイン

トを算入するディバイスの識別番号および氏名なら

びに連絡先である．消費者は定型の様式を用いてマ

イルポイントとの交換を申請する．消費者は交換対

象のマイルポイントを算入するディバイスを所有す

る必要がある． 

交換申請書はマイルポイントが算入されるディバ

イスとは異なる形状である．運用者はディバイスの

異なる形状の交換を効率的に実行するために定型の

交換作業をする．  

消費者は交換権利証書に必要な情報を記入して航

空会社に送付する．航空会社が交換権利証書の登録

をするためのポータルサイトを持つ場合，消費者は

インターネットを介した申請が可能である．航空会

社は交換権利証書を受け取り，運用者から送られた

履歴と照合する．航空会社は履歴と照合をした後に

交換権利証書をマイルポイントに交換する． 

3 評価 
運用者は環境に貢献のある個人の消費活動を評価

する．評価対象ならびに評価方法について述べる． 

3.1 評価対象 

運用者は従来の製品に比べて二酸化炭素の排出抑

制の効果がある製品の使用を評価する．運用者はエ

ントリーされた製品の排出抑制効果を評価する． 

運用者はエントリーされる製品を評価するために

比較対象となる製品の二酸化炭素排出の計量結果を

持つ．運用者は標準的な性能をもつ製品を比較対象

とする．比較対象の製品はエントリーした製品と同

等の仕様であり機能が同一のものである．例えば，

自動車がエントリーした場合，排気量の異なる自動

車および二輪車などとは比較しない．このような仕

様や機能の異なる製品の比較結果は技術による二酸

化炭素抑制の比較とはならない． 

3.2 評価方法 

運用者は二酸化炭素の排出が抑制される量を製品

毎に実測値を用いて計算する． 

運用者は排出抑制量を基本に排出抑制係数を作成

する．運用者は排出抑制係数を使用の記録に乗じて

排出抑制量を計算する． 

3.3 評価事例 

交換権利証書発行の流れを具体的に示すために，

評価の例を提示する．事例はハイブリッド自動車[2]
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がエントリーされた場合を想定する．ハイブリッド

自動車はガソリンエンジンと電気モーターの 2 種類

の駆動方法を組み合わせることによりガソリンエン

ジン自動車に比べて二酸化炭素排出量を抑制するこ

とができる自動車とする．この場合，交換権利証書

の発行の流れは以下のようになる． 

メーカーは自社の製品を選択した消費者がマイル

ポイントを得る機会を提供するために交換プラット

フォームに参加する．また自社の製造する製品が環

境への負荷を低減することをアピールするためにエ

ントリーする．運用者はエントリーされた製品と比

較対象の製品との二酸化炭素排出量の比較をする．

二酸化炭素排出量の比較の考え方を図 2 に示した． 

 
図 2: 二酸化炭素排出量の比較の考え方 

酸化炭素排出量の計算は国土交通省において新規

車両認定審査に使用される１０・１５モード燃費計

算の方法を用いた[3, 4]．燃費の値はハイブリッド自動

車が 36km/L およびガソリンエンジン自動車が

16km/L とする． 

運用者は燃費の値を基に二酸化炭素の排出量を計

算する．排出量の計算は以下の式を用いる[5]． 

 

二酸化炭素排出量＝燃料使用量×2.3÷走行距離 

 

この式から 1km 走行時の二酸化炭素の排出量を導

く．燃料使用量は国土交通省により計測されたもの

とする．走行 1km あたりの燃料使用量は燃料使用量

を走行距離で除した値を用いる． 

計算の結果，ハイブリッド自動車の二酸化炭素排

出量は 0.0638kg/km となる．比較対象のガソリンエ

ンジン自動車の場合は 0.1437kg/km である． 

ハイブリッド自動車のガソリンエンジン自動車に

対する二酸化炭素の排出量の差は 0.0799kg である．

これはハイブリッド自動車がガソリンエンジン自動

車に比べて 1km の走行において 0.0799kg の二酸化炭

素の排出を抑制することを表す． 

この 1km あたりの二酸化炭素抑制量を排出抑制係

数とする．運用者は走行距離に排出抑制係数を乗じ

ることにより二酸化炭素の排出抑制量を計算する．

運用者は排出抑制量に対して ape で評価する． 

消費者が 12000km の走行距離の記録を評価申請し

たとする．ハイブリッド自動車の使用における二酸

化炭素の排出抑制の量は以下の式で求める． 

排出抑制総量＝走行距離×排出抑制係数 

この式により走行距離 12000km および排出抑制係

数 0.0799 により二酸化炭素の排出抑制量が 9588kg

であることが導かれる． 

消費者は 12000km の走行においてハイブリッド自

動車を使用することでガソリンエンジン自動車使用

に比べて 9588kg の二酸化炭素の排出抑制をしたと評

価される． 

運用者は排出抑制量である 9588kg に ape を用いて

958.8ape と評価する． 

運用者は評価した ape を交換権利証書に記載する．

運用者は消費者に ape の値に応じてマイルポイント

と交換できる権利を与える． 

4 交換プラットフォームの構成 
非営利の団体により交換プラットフォームは運用

される．交換プラットフォームへの参加者はメーカ

ーおよび消費者および航空会社とする．各々の交換

プラットフォームへの参加目的および立場は異なる．

本章では，交換プラットフォームの参加者の目的お

よび立場について考察する． 

4.1 メーカー 

メーカーは交換プラットフォームへの参加を製品

の拡販手段とする．メーカーは交換プラットフォー

ムを通じて環境に対する姿勢をアピールすることが
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できる． 

メーカーは環境をキーワードにした製品の開発お

よび事業活動において排出する環境負荷を低減する

ための具体的数値目標の提示とその実行に事業リソ

ースを配分している．この活動の背景には，環境保

全に対する世論の高まりおよびに環境への取り組み

がマーケットにおいて重要な意味を持つと考えるメ

ーカーの存在を示す[6, 7]． 

現状では消費者は環境への配慮を購買時の選択の

重要な指標としない[6]． 

メーカーが掲げる数値目標は事業におけるエネル

ギー消費量および排出する廃材の削減など事業活動

の範囲内である．メーカーは消費者の使用および廃

棄などに関わる環境負荷への対応はできない[7]． 

消費者の購買時の選択肢は多様である．消費者は

消費目的に合わせた行動をする．環境負荷の抑制が

目的となるようなライフスタイルが成立しない場合，

メーカーは価格競争などにより市場における競争力

を失う危険性がある． 

メーカーは事業活動における環境負荷の抑制と同

様に消費者のライススタイルの変革を促進するよう

な方向性に向かう[6]．運用者はメーカーに対して二

酸化炭素の排出抑制を通じて新しい技術の利用を促

進する機会を与える． 

メーカーは製品の拡販機会を積極的に利用するこ

とにより二酸化炭素の排出抑制を可能とする新しい

技術の使用を広げる役割である． 

4.2 消費者 

消費者は交換プラットフォームへ参加することに

より二酸化炭素の排出抑制を行う． 

運用者は消費者に対して従来の製品との二酸化炭

素排出の減少量の情報を与える．消費者は製品の選

択において価格およびデザインおよび燃料効率に加

えて環境保全という判断の指標を持つことができる．

運用者は消費者に値引きなどの購入時の一時的な特

典ではなく，日常生活の使用を評価する．運用者は

消費者に評価に応じたマイルポイントとの交換でき

る権利を与える．運用者は消費者に対して使用する

製品の二酸化炭素の排出抑制を数値的に確認できる

機会を与える． 

消費者は貢献に応じたマイルポイントの取得が得

られる機会を得て環境保全への参加意欲を持つ． 

4.3 航空会社 

航空会社は消費者を自社の事業の利用へ誘導する

ことを目的とする． 

航空会社は運用者により評価された ape をマイル

ポイントへ算入する．航空会社はマイルポイントを

使用して利用できる特典に魅力を持つ．消費者は特

典に魅力を感じ交換プラットフォームへ参加する． 

航空会社は消費者が自社の航空機を利用して移動

をした距離を評価する．航空会社は評価に応じたマ

イルポイントを消費者に与える．航空会社は特典と

交換できるマイルポイントを与えることによりリピ

ーターを増やすことを目的とする．航空会社はマイ

ルポイントを利用して交換できる特典を充実させる．

航空会社は特典の充実を目的として様々な企業と提

携をする．航空会社は提携により多様な特典を持つ．

クレジットカード会社と提携をすることにより航空

会社はディバイスにクレジット機能を持たせる．消

費者はクレジット機能を持つディバイスを利用する

ことによりマイルポイントを得ることができる．航

空会社はマイルポイントの獲得手段を広げ生活密着

型のポイントシステムとして機能する． 

5 交換プラットフォームへの参加 
航空会社は効果と自社サービスの性格の近似性を

求める．航空会社は交換率の調整および交換量交換

ポリシーにより柔軟な対応ができる．航空会社は

ape を評価することを前提として交換プラットフォ

ームに参加する．航空会社は ape に対してどのよう

な交換ポリシーを適用するかを決定する必要がある．

以降の節で航空会社の交換ポリシーの捉え方および

決定する過程について考察する． 

5.1 交換ポリシーの捉え方 

航空会社にとり交換ポリシーは重要な判断事項で

ある．交換ポリシーにより航空会社の得られる効果

は変化する．航空会社は ape に対してマイルポイン

トを発行し消費者に与える．航空会社は効果を考え

て交換ポリシーを決定する必要がある． 

航空会社の設定する交換ポリシーと使用者の満足

度に相関性があると仮定する．航空会社の ape に対

する交換ポリシーの設定が高ければ使用者のマイル

ポイント得る意欲は高まり，低い場合，意欲は低ま

る．航空会社が消費者に対してマイルポイントを与

えることにより自社の飛行機の利用が増すと考え交

換ポリシーを決定する． 

5.2 決定過程 

航空会社は効果を得るために消費者にマイルポイ
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ントを与える．効果はリピーターおよび顧客の増加

を指す．航空会社は効果を予測して交換ポリシーを

決定する． 

航空会社は交換ポリシーを決めるために，交換率

と消費者の関係を予測する．航空会社はマイルポイ

ントの利用頻度により効果を決める．航空会社は消

費者のマイルポイントの利用頻度が高まることを期

待する． 

マイルポイントに対する消費者の意識により変化

する交換率と利用頻度の関係を図 3 に示す． 

図 3 を用いて消費者のマイルポイントの交換率に

対する行動を考察する． 

 
図 3: 交換率と利用頻度の関係 

グラフに表した交換率と利用頻度の関係を以下の

式で表す． 

 

y=ax 

 

y はマイルポイントの利用頻度を指す．x は ape に

対する交換率を指す．a は消費者のマイルポイント

に対する意識を表す係数とする．式は交換レートと

利用頻度の関係がａの値により変化することを表す．

係数 a の値を 1 と定めた時，交換率の上昇と等しく

マイルポイントの利用頻度が高くなるとする． 

航空会社は消費者のマイルポイントに対する意識

を a=1 に比べ a=2 を高いと評価する．消費者のマイ

ルポイントに対する意識は高い．航空会社は利用頻

度を r と想定した時に低い交換率で対応できる．こ

の時，交換率を低く設定しても航空会社が想定する

マイルポイントの利用頻度 r を達成できる． 

航空会社は消費者のマイルポイントに対する意識

を a=1 に比べ a=0.5 を低いと評価する．消費者のマ

イルポイントに対する意識は低い．航空会社は利用

頻度を r と想定した時に高い交換率を必要とする． 

航空会社は消費者がマイルに対する意識がどの程

度であるかを判断し交換率を決める． 

航空会社が消費者の意識の程度を想定できたと仮

定する．航空会社は想定した消費者のイメージを参

考にして，目的とする利用頻度に近づけるために交

換率を決める． 

6 マイルポイント交換の手続きフロー 
運用者は ape による評価を記載した交換権利証書

を消費者に対して発行する．消費者は交換権利証書

とマイルポイントを交換する． 

図 4 に消費者が交換権利証書を受け取る手順を示

す．手順は以下の流れとなる． 

 
図 4: 交換権利証書を受け取る手順 

ハイブリッド自動車の使用者が交換権利証書を受

け取る手順を事例として説明する． 

消費者はメーカーならび関連の事業所にハイブリ

ッド自動車を持ち込む．メーカーならびに関連の事

業所は使用記録の計測をすることから，以降，計測

者と呼ぶ．計測者は走行距離の確認をする．計測者

は交換権利証書の発行の有無と走行距離を確認し，

走行距離に排出抑制係数を乗じて二酸化炭素の排出

抑制量を算出する．計測者は算出された数値を単位



NII Journal No. 8 (2004.2) 

41 

ape に換算し，ape の値を記載した交換権利証書の発

行をする．計測者は交換権利書の発行記録を運用者

に渡す．運用者は航空会社に発行記録を渡す．運用

者は交換権利証書の不正な登録および二重の申請を

防ぐために履歴を管理する． 

消費者は発行された交換権利証書を受け取る．消

費者はマイルポイントと交換する為に航空会社に申

請をする．消費者は郵送ならびにインターネットを

介した登録の２種類の申請方法を選択できる．交換

の申請フローを図 5 に示す． 

消費者が交換権利証書をマイルポイントに交換す

る手順を説明する． 

消費者に発行された交換権利証書は ape の値およ

び評価者ならびに評価日時などの情報が記載される． 

消費者は交換権利証書に保有するディバイスの識

別番号および氏名ならびに連絡先などを記入し航空

会社に郵送する．航空会社が交換権利証書の申請を

受け付けるポータルサイトをインターネット上に設

置する場合，消費者は利用できる． 

いずれの申請手段でも航空会社は発行履歴と照合

しマイルポイントを発行する．消費者は保有するデ

ィバイスにマイルポイントが算入され利用できる．  

 

 
図 5: 交換の申請フロー 

7 交換プラットフォーム運用上の問題 
ここまで交換プラットフォームの機能および処理

フローについての枠組みを示した．交換プラットフ

ォームを機能させる為に十分な考察は行えていない．

実際の運用を想定した場合に問題を持つ．交換プラ

ットフォームの枠組みは時系列的な環境の変化へ対

応する必要がある．ここでいう時系列的な変化とは

新しい技術の普及を指す．ここで時系列的な問題を

整理する． 

時系列的な問題とは既にエントリーした製品の普

及により排出抑制係数の見直しが必要となることを

指す．運用者はエントリーに対しての比較対象を持

つ．比較対象は普及している製品を指す．運用者は

比較対象と二酸化炭素の排出量を比較し，その差が

排出抑制係数となる．運用者は排出抑制係数を持つ

製品が技術の革新などにより普及した場合のエント

リーの比較対象を変更する必要がある．運用者は比

較対象となる製品への検討を必要とする。 

仮の排出抑制係数をおき，問題へのアプローチを

する。表 1 は排出抑制係数の比較をする． 

表 1：排出抑制係数の比較 

 

交換プラットフォームには既にガソリンエンジン

自動車と比較された排出抑制係数 0.0799 のハイブリ

ッド自動車が登録されている．ガソリンエンジン自

動車に替わりハイブリッド自動車が普及したと仮定

する．メーカーはより二酸化炭素の排出抑制に効果

がある自動車のエントリーをする．運用者はエント

リーに対し比較する対象の選択肢を持つ． 

運用者はさきに登録されたハイブリッド自動車を

より二酸化炭素の排出を抑制する自動車のエントリ

ーに対する比較対象とする．ハイブリッド自動車を

選択する場合，新しい技術の排出抑制係数は 0.0159

となる． 

運用者はガソリンエンジン自動車を対象として評

価を行う．ガソリンエンジン自動車を選択する場合，

新しい技術の排出抑制係数は 0.0958 となる． 

運用者は ape に対してどちらの排出抑制係数を適

用するかを決める必要がある．運用者は比較対象の
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選択の基準を持たない． 

本提案は交換プラットフォームの運用が円滑に進

むものとして考える．運用者は交換に間違いが生じ

た場合の手順を持たない。 

8 帰結および関連研究 
本研究においては交換プラットフォームを提案し

た．交換プラットフォームは仮説を基に運用に必要

だと考えた手順の組み合わせである．参加者は提案

した手順により二酸化炭素の排出抑制の評価をマイ

ルポイントへ交換する． 

交換プラットフォームは参加者の目的を達成し，

環境保全を推進するプラットフォームとして成立す

るためにより詳細な手順を必要とする．提案した手

順は時系列的な問題を解決する方法を含まない．提

案した手順は交換プラットフォームが指定した条件

を満たす時にのみ稼動する．運用者は交換に問題が

生じた場合の手順を必要とする．本提案は実際の運

用における業務のフローを詳細に見直す必要がある． 

本提案はライフスタイルの変革を促進する社会基

盤として成立する仕組みを目指した．ライフスタイ

ルの変革は様々な参加者に利用される必要がある． 

ライフスタイルの変革は二酸化炭素の排出量の削

減だけでは実現しない．本提案では単位 ape を作成

し，消費者の消費活動を評価した．交換プラットフ

ォームにおいて ape は評価しにくい環境への貢献度

を明示する．運用者が二酸化炭素の評価をするだけ

ではなく，他の貢献も明示できる単位をもつことが

できれば，交換プラットフォームの参加者は増加す

る．本提案の交換プラットフォームの目的を実現す

るには，ここに述べた問題点を解決する必要がある． 

本提案は電子化による価値交換のモデルの研究と

関連する．交換プラットフォームはライフスタイル

の変革を情報および価値を電子化することにより促

進する[8]．交換プラットフォームが社会的な基盤と

して成立することを目指し，関連研究をする． 
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